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一 番組劣化の負の循環を断ち切る 
ために  

   
   

   
   

   
  

 

 ＮＨＫか民放かを問わず、放送局は

しきりに「視聴者第一主義」を口にす

る。ＮＨＫは視聴者を「お客様」と呼

んではばからない。しかし、言葉と現

実の隔たりは依然として大きい。「視

聴者と放送界を結ぶ回路」となるべく

設立された「放送倫理・番組向上機構」

（ＢＰＯ）の二〇〇八年度年次報告会

記録に収録された放送と青少年に関

する委員会の各委員の発言録を読む

と、放送界（特に民放）への各委員の

あきらめにも近い苦言が随所に記さ

れている。  「勝手に『番組制作者は、本当は質

の良い番組を作りたいのに、視聴率の

確保や予算の制約、毎週毎週追われる

ように時間枠を埋めなくてはならな

い時間の制約の中で、やむなく視聴者

から安易、低俗等々と批判されるよう

な番組を作らざるを得ないのだろう』

と思い込んでおりました。ところが、

驚いたことに委員会に来られた担当

者の方々は、どなたも自信に満ち満ち

ていて、ＢＰＯに“たまたま”（？）寄

せられる視聴者意見がどうであれ、現

に視聴率が取れているということは、 多くの視聴者に支持されているとい

うことであり、それが即ち“良い番組”

なのだと言わんばかりで、私が想像し

ていた苦悩など、微塵も感じられませ

んでした。その繰り返しの中、正直な

ところ、青少年委員でいることに虚し

ささえ感じるようになりました。」 

（山田由紀子委員。『ＢＰＯ報告』二

〇〇八年度年次報告会特集号、二〇〇

九・四・二五所収） 
 視聴率の追求が番組の質にもたら

す負の影響は民放だけではない。ＮＨ

Ｋも二〇〇八年にまとめた三ケ年（二

〇〇九～二〇一一年度）経営計画で経

営目標の一つとして「接触者率」（一

週間にテレビ、インターネット、携帯

端末、ＤＶＤ等で五分以上、ＮＨＫの

番組を見たり聞いたりした人の割合）

を二〇一一年には八〇％に引き上げ

るという目標を掲げた。そして、この

目標達成に向けＮＨＫは、民放で人気

を博したタレントを起用したバラエ

ティ番組枠を増やすだけでなく、３ー

Ｓｃｒｅｅｎｓと銘打って放送、録画

に加え、ＮＨＫオンラインなど放送外

のＮＨＫの媒体へのアクセスも含め

た接触者率の目標達成に向け、時間帯

ごとにターゲット世代を定めたゾー

ン番組編成を組んでいる。特に、ＮＨ Ｋへの接触率が低い若者世代を対象

に、携帯などで撮影した映像を投稿し

てもらう『特ダネ投稿ＤＯ画』や、放

送前に携帯にミステリー小説が配信

された放送でトリックを明かす『探偵

Ｘからの挑戦状』、簡単レシピや便利

グッズなどを紹介する情報番組「ワン

セグランチボックス」、大河ドラマ「天

地人」のダイジェスト番組、「ダーウ

インが来た！」から派生したスピンオ

フ番組「ケータイ大自然」など、あの

手この手の新企画を繰り出している

（「平成二一年度第一四半期業務報

告」参照）。  年代ごとに興味、関心に差があり、

ライフ・ステージの違いに応じて視聴

者が期待する放送番組に違いがある

ことは否めない。しかし、公共放送に

は世代ごとの縦割りの関心に応じた

多様性ばかりでなく、世代を超えて有

権者たる市民が政治への参加に必要

な多様な知見を涵養する使命を負っ

ている。また、不特定の視聴者に異な

る意見、思想、文化との出会いの場を

設け、各自の思考の固定化、教養の一

面化を防ぐ言論の公共空間、放送文化

の担い手としての役割も負っている。

定期的な視聴率調査をにらみながら、

なりふり構わぬ手法で週五分以上の

接触者率の目標達成に躍起になるこ

とで、こうした公共放送の使命がなお

ざりにならないか、番組の内容を二の

次にして、若者世代の好みに合うかど

うかを尺度に番組を評価し、編制替え

することが公共放送に求められる視 聴者第一主義なのか？ 
 翻って考えると、放送に求められる

公共性とは大衆の好奇心を充足する

ことではないし、制度としてのメディ

アの表現の自由は番組制作者に与え

られた自然権ではない。権力の介入を

受けることなく公共情報を行きわた

らせるという使命を遂行するために

与えられた自由である 
（奥平康弘「放送の自由をめぐるパラ

ダイム転換」日本民間放送連盟研究所

編『「放送の自由」のために～多チャ

ンネル時代のあり方を探る』一九九七

年所収を参照）。 
 にもかかわらず、放送メディアが視

聴者に対し、自分の興味・関心だけか

ら断片的な情報を選択してアクセス

できるコンテンツ・メニューを揃える

のに腐心したのでは趣味の「たこつぼ

化」を助長することになってしまう。

受借料制度とは市民誰もが共有すべ

き政治的経済的文化的教養を低廉な

コストで視聴できるよう財源をプー

ルする社会連帯のシステムではなか

ったか？ （醍醐聰「公共放送における受信料制

度の意義」『現代思想』二〇〇六年三

月、参照） このように考える私は「接触者率」

を経営目標に掲げたことが目に見え

ない形でＮＨＫの公共性を蝕んでい

く危険性を感じざるを得ない。こうし

た危うさを放送界はもとより、視聴者

自身が直視し、「この視聴者にしてこ

の番組」といった劣化の負の循環を断

放送を国民のものとするために 
ー視聴者運動と放送の民主化 

コラム  ＮＨＫを監視・激励する視聴者コミュニティ・共同代表 醍醐 聰 

 



ＮＨＫを監視・激励する視聴者コミュニティ                                            2 

2/4 

ち切る努力が求められている。 
そこで以下では、このような問題意

識を前提にして視聴者と放送局をつ

なぐ回路をどのように充実・強化して

いけばよいのか、視聴率を注視しなが

らも、それによって番組の質、放送の

公共的使命を腐食されない放送メデ

ィア、そのための経営環境を確立する

ために視聴者は何かできるのか、何を

なすべきなのかを検討してみたい。 
 
   

 
 

二 視聴者と放送局をつなぐ回路の 

 充実・強化 
 
   

 
 

●視聴者による番組の監視・激励 
基本的なことは視聴者一人一人が

優れた番組には激励を、問題を感じた

番組には批判・注文を直接放送局へ送

るなり、様々な媒体（ＢＰＯや新聞の

投書欄など）に送るなりする番組監視

活動に取り組むことである。 
まず、ＢＰＯについていうと、機構

内の三つの委員会のうち、放送倫理検

証委員会は様々なルートから対象番

組を選定して放送番組の取材・制作の

あり方や番組内容などに関わる問題

を審議することになっている。このう

ち視聴者から指摘された番組につい

て審理の結果、虚偽の放送により、視

聴者に著しい誤解を与え放送倫理上

の問題があった場合は「勧告」または

「見解」としてとりまとめ、当該放送

事業者および放送番組審議会に書面

により通知し、公表することになって

いる。 また、放送と青少年に関する委員会 は、視聴者から寄せられた意見につい

て審議し、委員会の見解を機構の構成

員であるＮＨＫ、民放連および同加盟

社に連絡するとともに公表し、放送事

業者の自主的検討を要請する。そして、

各放送局に検討結果または具体的対

応についての報告を求め、これを公表

することになっている 
（委員会運営規則第二条（１））。 

さらに、運営規則の第三条では視聴

者から寄せられた意見（放送のあった

日から三ケ月以内に寄せられたもの）

の取り扱い基準が定められ、委員の三

分の二以上の賛成で委員会の「見解」

とする（同第六条）。 
さらに、委員会は、審議結果を当該

放送事業者に速  やかに伝えるとともに、視聴者から

寄せられた意見の概要、審議結果、当

該放送事業者の対応等を月報等にま

とめ、構成員、青少年関係機関等に配

布する。また、機構が発行する「ＢＰ 

 

Ｏ報告」や、ホームページヘの掲載、

記者会見等適宜の方法により、公表す

ることになっている（同第八条）。 

近年、ＢＰＯに寄せられた視聴者意

見を種別にみると上記表①のように

なっている。 次に、ＮＨＫは視聴者コールセンタ

ーや本部各部局、全国各放送局に寄せ

られた視聴者の意見、それへの対応報

告をニケ月ごとにまとめた「視聴者対

応報告」を刊行し、ＮＨＫ経営委員会

に報告するとともに、ＮＨＫオンライ

ンに掲載している。 
毎回の報告は、まず「視聴者の声」

の内容別（意見・要望、問い合わせ、

その他・不明）・分野別（放送番組、

受信料、受信相談、経営、上記以外）

等の集計結果、意見へのＮＨＫの対応

状況（受け付けた一次窓口で対応を完

了する一次対応と該当部局へ転送す

る二次対応の区分）、各期間のピック

アップ（反響が多かった番組に寄せら

れた好評意見と厳しい意見の件数と

それぞれの意見の摘記、反響の多かっ

た上位一〇番組のリストと各番組へ

の意見の摘記、再放送希望が多かった

一〇の番組、意見や要望への対応）と

いった構成になっている。 
二〇〇九年七・八月分の報告に掲載

された視聴者の意見をみると、反響が

多かった番組のひとつとして、初めて

の裁判員裁判の報道が挙げられ、反響

の詳細が上記表②のように報告され

ている。 こうした視聴者意見の集計・公表の

  番組全般 ⼈権 ⻘少年 BPOに関するもの その他 合 計 2005年度 3165 190 211 145 79 9671 2006年度 4724 211 1319 621 3157 11032 2007年度 7554 145 2214 983 6097 16993 2008年度 8765 79 1496 736 4845 15923 
好評意⾒（計 81件） 厳しい意⾒（計 426件） 番組内容への要望 78 放送過剰 103 わかりやすい・勉強になる 16 ワイドショーのよう 27 期待・感謝 11 放送不要 18 その他好評意⾒ 15 意図を感じる 13   映像不評＊ 94   用語に疑問＊＊ 73   コメント不評＊＊＊ 66   出演者（⾔葉遣い・服装など） 50   不⼗分・わかりにくい 48   その他厳しい意⾒ 35 

表① BPOに寄せられた視聴者意⾒の種別件数の推移 （出所）BPO「2008年度の視聴者意⾒に関する統計データ」より 表② 初の裁判員裁判の報道に関する視聴者意⾒（2009/8/3〜8/6） ＊判決後の記者会⾒での顔出し:72件、個⼈が特定されないか（会⾒以前）:17件 ＊＊「被告」か「被告⼈」か:44件 ＊＊＊個⼈が特定されないか:23件、細部に踏み込み過ぎ:16件    好評意⾒、不評意⾒とは別に、問い合わせ 107件、持論 159件、その他 14件  
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仕方についていくつかコメントして

おきたい。 ①まず、この種の件数を添えて意見

を集計するにあたっては、各意見をど

のように分類・集計するのかが重要で

ある。「好評意見」の約三分の二を占

める〈番組内容への要望〉とは具体的

にどのような意見なのかを示さない

まま「好評意見」に分類するのは不適

切である。 ②視聴者意見を公表すること自体、

視聴者自身が情報を共有し、様々な意

見に交わる機会を作るという点で有

益であるが、寄せられた意見、特に多

数の視聴者から集中した意見につい

てＮＨＫの見解を示すことも重要で

ある。 先の裁判員裁判についていうと、Ｎ

ＨＫは「被告」「被告人」という用語

については局の解釈を示しているが、

視聴者とＮＨＫの回路を実りあるも

のとするためには、それ以外でも件数

が多かった〈放送過剰〉という意見、

あるいは、より具体的に〈判決後に裁

判員が顔出しした記者会見の模様を

伝えたことを疑問視する意見〉につい

てＮＨＫの見解が示される必要があ

る。  ●視聴者参加型の番組討論番組の 
定例化 視聴者から寄せられた意見を第三

者機関やＮＨＫが整理して誰もがア

クセスできる媒体に公表することは

有意義である。しかし、このような方 法だけでは視聴者と放送局の「一方通

行的回路」となりやすく、視聴者にと

っては「言い放し」という不満が残り

がちである。そこで、視聴者と放送局

の「双方向的回路」として、しかも多

くの視聴者が番組や経営に関する自

分以外の視聴者の意見、それに対する

放送局の見解を知る「公共の討論の広

場」を設ける意味で、「視聴者参加型

の番組討論番組」を定例化することを

提言したい。 その手始めとしてＮＨＫ経営委員

会が放送法第一四条の三にもとづい

て年四回以上開催することになって

いる受信契約者の意見を徴する会（通

称「視聴者のみなさまと語る会～ＮＨ

Ｋ経営委員とともに～」）の模様（録

画）を多くの視聴者が視聴しやすい時

間帯に編集を加えず、総合テレビなり

教育テレビで放送することを提案し

たい。ちなみに、この「語る会」は全

国の主要都市でＮＨＫ経営委員数名

に加え、ＮＨＫ会長、副会長もしくは

役員が出席して年五、六回開催されて

いる。 こうした視聴者と放送局幹部との

直接対話、そしてその生放送を通じて、

対話に参加しなかった視聴者も番組

や経営への視聴者意見を知ることが

でき、番組や経営への視聴者の関心と

監視の力量を涵養するのに有益であ

る。 さらに、ＮＨＫは全国紙が紙面審査

委員と編集部の責任者の紙面討論を

定期的に掲載しているのに倣って、視 聴者代表、放送番組審議会委員、メデ

ィア専門家らと局側との番組編成や

経営のあり方に関する討論番組を多

くの視聴者が視る時間帯に定期的に

放送するという企画を試みてはどう

か？  ●支払意思額を指標にした放送評価 

の危うさ 近年、視聴者による番組評価の手法

として視聴者の支払意思額を受信料

の便益価値、ひいてはＮＨＫに対する

視聴者の評価の指標として用いる試

みがなされている。そこでは、事業支

出決算額に対する視聴者の支払意思

総額の倍率が放送事業のコストに見

合う成果、すなわちＮＨＫに対する視

聴者の評価と解釈される。放送研究者

の中には、ＮＨＫが支払容認価格によ

る視聴者便益の調査手法を確立して

定期的な調査を行うことにより、視聴

者の番組評価をマクロ的に把握し公

表することを期待する論者もいる。 

 では、この支払意思額が意味する

ものは何なのだろうか？ 放送局と

してのＮＨＫに対する評価なのだろ

うか、それとも地上放送、衛星放送な

どチャンネルごとの評価なのだろう

か、あるいはジャンル別の番組（報道、

娯楽、ドキュメンタリー、趣味・スポ

ーツなど）に対する評価なのだろうか、

それとも個々の番組に対する評価な

のだろうか？ 受信料をＮＨＫが提供する総体と

してのサービスに対する負担と解し （現行法上、受信料はＮＨＫの放送サ

ービスに対する対価とはみなされて

いないが）、それに対する便益（成果）

として支払意思額を解釈して双方を

対比するのであれば、支払意思額はＮ

ＨＫの放送ならびに経営（受借料の使

途等）全般に対する視聴者の評価（満

足度）の指標と解釈するのが論理的で

ある。となると、支払意思額は放送

（局）に対する視聴者の信頼性の総括

的指標の一つとして用いることに一

理はあるかもしれないが、多岐にわた

る番組評価の指標となり得るわけで

はないことを銘記しておく必要があ

る。 他方、こうした支払意思額（調査）

は視聴者の側からみると、どのように

受け取られるだろうか？ 視聴した

番組の総合評価の指標として「受信料

をどれだけ払う意思があるか」を問わ

れるとなれば、「自分の番組評価に応

じて支払うのが合理的だ」という意識

を視聴者に醸成するとしても不思議

ではない。そして、こうした視聴者意

識に行きつく先には、見たい番組を見

た時間だけ受信料を支払う「スクラン

ブル方式」がある。 
しかし、こうした受信料を視聴者個

人の番組評価に基づく対価と捉える

制度、特にそれが前記の接触者率追求

と併用された時、「ＮＨＫの役割とは、

放送を通じて『公共』の時間と空間を

作り出し、意見のるつぼの中から人々

の『共感』を導き出すことだと思う。

そのために大切にしたいのが質。……
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質こそ絶対譲れないというのが、公共

放送としての『一分』だ。」（永井多恵

子「公共放送像を語る」、『朝日新聞』

二〇〇六年九月一五日）という公共放

送の根幹的存在意義を揺るがすこと

にならないか、大変危惧される。 

 ●独立放送委員会を視聴者主権の橋

頭堡とするために 
 政権交代を機に、電波の割り当て権

限を含む放送行政の権限を所管行政

庁（総務省）、政府から独立した第三

者機関（独立放送委員会一仮称）に移

管させる構想が現実味を帯びてきた。

「国家を監視すべき放送機関が国家

に監視・監督される矛盾を解消する」

という委員会創設の趣旨は放送の自

主自律の核心を表現する言葉といっ

てよい。問題は現実の制度づくりにあ

たって、この理念、特にここでは視聴

者の放送への参加という理念をどう

貫き、担保するのかということである。 

 その点で注目すべきは委員の選考

方法である。これを従来のＮＨＫ経営

委員の人事にならって、総務省がリス

トアップした候補者を政府が国会へ

提出し、国会の同意人事を経て選任す

るという方法を踏襲したのでは、政府

による「オピニオン・ショッピング」

がまかりとおり、政府・所管庁の意向

を忖度しながら挙動する「有識者」の

居心地の良いたまり場になる公算が

大である。これでは政府、行政機関が

委員会を遠隔操作する御用機関とな

り、放送への行政介入の可視性がかえ って落ちて、視聴者による放送監視の

実効性が後退しかねない。 
 そうならないためには、放送問題の

専門家、メディア研究者、法曹界、視

聴者団体などから選ばれた委員で構

成される選考委員会を設置し、メディ

ア関連学会、日弁連、日本ペンクラブ

等の団体の推薦を受けた候補者と公

募・推薦を通じて名乗りを上げた候補

者の中から、選考委員会が選任すると

いった方式が考えられる。 
 その際、放送行政の代行者たる委員

の地位を担保するために、選考委員会

で指名された候補者を国会が形式的

に承認するという仕組みを設けるこ

とが考えられる。しかし、その場合で

も政府・国会は候補者の選考に一切、

関与もせず、推薦委員会の決定を尊重

する仕組みにする必要がある。なお、

こうした選考の仕組みは独立放送委

員会の設置以前に、ＮＨＫ経営委員の

選任にも採用されるべきものと言え

る。  醍醐 聰（だいご さとし） 
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